
時間外労働規制のあり方について⑤
（Ｃ水準について）
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一定の期間集中的に技能向上のための診療を必要とする医師向けの水準（(Ｃ)水準）について

第13回検討会（12/５）提出資料抜粋

第13回検討会（昨年12/5開催）においてお示しした事務局案における「一定の期間集中的に技能向上のための診
療を必要とする医師向けの別の水準」（以下「Ｃ水準」という。）の考え方は以下のとおり。



（Ｃ）水準について（案）(1)
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（Ｃ）水準の適用類型として、一定の期間集中的に技能の向上のための診療を必要とする場合を以下の２類型に
整理してはどうか。

• 初期研修医及び原則として日本専門医機構の定める専門研修プログラムに参加する後期研修医であって、予
め作成された研修計画に沿って、一定期間集中的に数多くの診療を行い、様々な症例を経験することが医師
（又は専門医）としての基礎的な技能や能力の修得に必要不可欠である場合･･･（Ｃ）－１

• 医籍登録後の臨床に従事した期間が６年目以降の者であって、先進的な手術方法など高度な技能を有する医
師を育成することが公益上必要とされる分野において、指定された医療機関で、一定期間集中的に当該高度
特定技能の育成に関連する診療業務を行う場合･･･（Ｃ）－２

（Ｃ）－１、２いずれも、時間外労働の法令上の上限設定に当たっては、それぞれの目的に応じて何時間の時間
外労働があれば必要十分かを考慮する必要があるが、

• 当該エビデンスは現在のところ存在しない。
• 観念上は、日々の医療提供の中に、医師としての能力の向上に資する業務（難しい症例への対応等）とそれ
以外の日常の診療業務があるものの、これらは連続的であり、切り分けて考えることは困難。

その上で、（Ｃ）－１、２の上限時間については、2024年４月の規制適用段階においてはその段階で医師に適用
される時間外労働の法令上の上限のうち高いものと同じ水準を適用しつつ、適正な上限時間数について、不断に
検証を行っていくこととしてはどうか。

組み合わせる追加的健康確保措置、その履行確保等については、（Ｂ）水準の制度設計も参照しながら検討して
いくこととなるが、特に以下のような項目については、（Ｃ）水準独自の論点として検討が必要。

• 特に若手の医師が長時間労働を強いられることがない制度とすることが必要。
• 初期研修医については、入職まもない時期でもあることから、本人が選択したキャリアパスであるとはいえ、
追加的健康確保措置をさらに手厚くすることが考えられるか。例えば、連続勤務時間制限について15時間と
する（各勤務日について勤務間インターバル９時間）、代償休息を認めない、といった方法が考えられるか。



（Ｃ）水準について（案）(2)
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以下のとおり、各論点について具体的な内容をフローで整理した。
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• 臨床研修病院ごとの臨床研修プログラム、各学
会及び日本専門医機構の認定する専門研修プロ
グラムにおいて、各研修における時間外労働の
想定最大時間数（直近の実績）を明示。

• 当該時間数が（Ａ）水準を超える医療機関につ
いて、（Ｂ）水準と同様に都道府県が特定。

• 特定に伴い、当該医療機関に追加的健康確保措
置が義務付けられる。
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• 我が国の医療技術の水準向上に向け、先進的な手
術方法など高度な技能を有する医師を育成するこ
とが公益上必要である分野を審査組織（※１）に
おいて指定。

• 当該医師を育成するために必要な設備・体制を整
備している医療機関を（Ｂ）水準と同様に都道府
県が特定。

• 追加的健康確保措置の義務付け。

• 時間外労働の実態を踏まえて医師が各医療
機関に応募。

• 採用（雇用契約開始）後、初期研修・専門
研修に左記３６協定が適用。→時間数が実
態と乖離している等の場合は臨床研修病院
指定、専門研修プログラムの認定スキーム
の中で是正させる。

• 追加的健康確保措置の実施。→未実施の場
合は（Ｂ）医療機関と同様の特定スキーム
の中で是正させる。

• 医師が主体的に高度特定技能育成計画を作
成し、当該計画の必要性を所属医療機関に
申し出（※２）。

• 医療機関が当該計画を承認し、当該計画に
必要な業務を特定して審査組織（※１）に
申請。

• 審査組織における承認を経て、特定された
当該業務に左記３６協定が適用。

• 追加的健康確保措置の実施。→未実施の場
合は上記と同様。
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※１我が国の医療技術の水準向上のための公益上の必要性の判断となることから、高度な医学的見地からの審査組織を設けることが考えられるか。
※２高度特定技能については、個々の医師の自由な意欲・希望の元で発案されると考えられることから、医師が計画を作成することとなる。



卒後３～５年目の病院勤務医の週勤務時間の区分別割合※２

週勤務時間の区分別割合（臨床研修医・卒後３～５年目の医師）

※１ 勤務時間については、「病院勤務医の勤務実態に関する研究」（平成29年度厚生労働行政推進調査事業費「病院勤務医の勤務実態に関する調査研究」研究班）の集計結果から、「診療
外時間」（教育、研究、学習、研修等）における上司等からの指示（黙示的な指示を含む。）がない時間（調査票に「指示無」を記入）が4.4％であることを踏まえ、「医師の勤務実態及び
働き方の意向等に関する調査」における個票の診療外時間より削減した。
※２ 現在の専門医制度における専攻医の期間は臨床研修終了後３年以上とされている。
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